
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三沢市デジタル化推進基本方針 
 

～デジタル時代の新たな三沢市へ～ 
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1. 策 定 の趣 旨 

 

近年、著しく発展しているデジタル技術は、私たちの社会や経済に大きな変化を

もたらし、パソコン、スマートフォンなどのインターネット機器は、市民生活の様々な

場面において欠かすことのできないものとして定着しました。 

 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によりインターネットショッピ

ングやテレワーク等が拡大し、私たちの暮らし方や働き方は大きく変わりました。 

 

このような中、人口減少や少子高齢化の急速な進展により各種サービスの担い

手不足が懸念されており、持続可能な社会の形成には、デジタル技術の活用が更

に重要となってきます。 

 

国においては、2020 年（令和２年）１２月に「自治体デジタル・トランスフォーメ

ーション（ＤＸ）推進計画」を策定し、目指すべき社会のビジョンとして「デジタルの

活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せ

が実現できる社会 ～誰一人取り残さない、人にやさしいデジタル化～ 」を掲げ

ました。また、2021 年（令和３年）９月には、「デジタル社会形成基本法」が施行さ

れ、官民挙げてのデジタル化の取組みを進めております。 

 

本市では、これまでもＩＣＴ（情報処理・通信技術）を有効活用した行政運営の効

率化や市民サービスの向上を図ってまいりましたが、時代や住民ニーズにマッチし

た行政サービスの更なる向上のため、これまで以上に行政事務のデジタル化の推

進が求められております。 

 

 

本方針は、こうした国の動向や社会情勢を踏まえ、本市においてもデジタル化の

推進を加速させるとともに、各種デジタル施策を実施するにあたっての基本的な

方針として策定するものです。  
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2. 方針の位置付け 

 

本市の「第二次三沢市総合振興計画」においては、2018 年度（平成 30 年度）

から 20２２年度（令和 4年度）までを前期基本計画、2023年度（令和 5年度）か

ら 20２7年度（令和 9年度）までを後期基本計画としています。 

 

2023 年（令和 5 年）3 月に策定予定の後期基本計画では、デジタル技術を活

用しながら各種の事務事業を実施していくこととされております。デジタル化に関

する本方針は情報化戦略の最上位に位置し、本市が目指すまちの姿をデジタル化

の観点から具現化するための基本原則となります。 

 

なお、本方針は、特に期間を定めず、デジタル技術の進展や社会情勢の変化に応

じて、適宜見直しを図ります。 

 

 

 

 

 

第 二 次 三 沢 市 総 合 振 興 計 画 

 

 

三沢市デジタル化推進基本方針 
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3. 基 本 方 針 

 

「ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）」とは、「デジタル技術を社会のあらゆ

る領域に浸透させることで、人々の生活をより良い方向に変革させるもの」と提唱

された概念です。デジタル技術の活用は、利便性の向上や業務の効率化を実現す

ることが期待されます。 

 

本市は、市民の利便性の向上、行政事務の業務効率化、市民・職員の負担軽減、

市民生活をより豊かにするために、デジタル技術やデータを活用し、 

『デジタル時代の新たな三沢市』 を目指します。 

 

『デジタル時代の新たな三沢市』 を実現するため、 

① 行政のデジタル化 

② 行政運営の効率化 

③ 地域のデジタル化 

に、積極的に取組みます。 

 

① 行政のデジタル化  

● 手続のデジタル化 

従来の紙文書のみの行政手続を見直し、手続のオンライン化や施設等の予約、

キャッシュレス決済等の導入を推進します。 

● デジタル市役所 

市民の負担軽減に繋げるため、窓口サービスのデジタル化や滞在時間及び対

面時間の短縮等に努め、市民サービスの向上を図ります。 

 

② 行政運営の効率化 

業務効率化のため、AI（人工知能）や RPA（業務自動化）等のデジタル技術の導

入、ペーパーレス化、テレワークの実施等、職員の働きやすい環境を整備すること

で、より高度な業務に移行する時間を確保し行政サービスの向上へと繋げます。 

 

③ 地域のデジタル化 

市民の誰もがデジタル技術の恩恵を受けることができ、誰一人取り残されるこ

とがないよう、デジタルデバイド（情報格差）の解消に向け、デジタル技術に触れる

機会を増やす取組みを進めます。 
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4. 推 進 体 制 

 

本市のデジタル化の推進を実現するためには、本方針が示す方向性を全庁的に

共有し、各部署の取組状況を確認しながら着実に推進できる横断的な体制を確立

する必要があります。 

 

このことから、副市長を委員長とし、部長級職員を委員とする「三沢市行政事務

デジタル化推進委員会」 【2022年（令和4年）6月規程制定】 を新たに創設しま

した。この委員会は、デジタル技術を活用した行政事務を市役所内の各部局が一

丸となって推進するための組織です。なお、委員会において重点的に取り組むべ

き課題については、専門部会を設置し検討する体制を整えました。 

 

デジタル化の推進は、それ自体が目的ではなく手段であると考えます。今後、よ

り良い市民サービスが提供できるよう、デジタル技術を積極的に活用し、利便性の

高い行政サービスの提供と行政運営の更なる効率化を目指します。 

 

  


